
６　職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年度４月１日現在）

（注）１　職員数は、一般職に属する職員数であり、休職者、派遣者等を含む。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

普

通

会

計

部

門

民　　生

衛　　生

労　　働

農林水産

小　　計

土    木

教育部門

警察部門

△ 14人

議　　会

総務企画

税　　務

商　　工 149人

903人 889人

151人

△ 2人

570人 572人 2人

290人 297人 7人

人人

17,7651,217

人 人

1,764 2,057 2,168

人

1,549 1,572 1,451

以上

人

1,561

59歳51歳 55歳

人 人 人

43歳

～～

39歳

[  20,353人   ］ [ 19,818 人   ］

～

20歳

～

47歳

合　　計
[△535人］

17,765人 △ 183人

会
計
部
門

公
営
企
業
等

23歳 27歳 31歳 35歳

2人116人

小　　計

34人その他

（参考：人口10万人当たり職員数　1,392人）

48歳36歳 40歳 52歳 60歳

14,207人

118人

△ 1人

1人

44歳

体制見直しによる減員

（２）年齢別職員構成の状況（令和７年４月１日現在）

33人

17,948人

工業用水道事業体制の強化による増員

体制見直しによる減員

体制見直しによる減員

計

計

3,530人 △ 10人

△ 4人

企    業

0人

△ 170人 児童生徒数の減少による減員

～ ～

56歳

～

2人 産業脱炭素化体制の強化による増員

（参考：人口10万人当たり職員数　1,099人）

△ 7人

207人 205人

△ 180人

体制見直しによる減員

総合医療センター機能強化体制の強化による増員

（参考：人口10万人当たり職員数　281人）

児童相談所体制の強化による増員

体制見直しによる減員

主な増減理由
令和６年度 令和７年度

デジタル推進体制の強化による増員

対前年
増減数

△ 1人

20歳

65人

10,667人 10,497人

788人

3,587人

151人

14,027人

3,591人

150人

126 916

人

9人

32歳

65人

3,540人

24歳

人 人

区　分

1,733 1,651

～ ～

人

28歳

　　　　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

一
般
行
政
部
門

32人

職 員 数

795人

～

未満

職員数

山口県の給与・定員管理等について

580人 589人

31人 体制見直しによる減員

0%

5%

10%

15%

20%

構成比 ５年前の構成比

1



（３）職員数の推移

（各年４月１日現在　単位：人、％）

（注）　１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

　　　　　２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。
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